






































































































































































大手7社 その他 大手7社 そあ他 大手7社 その他 大手7社 その他
北海道 2 兵庫 3
東　京 2 岡山 1 1
千　葉 1 広島 4 4
神奈川 4 1 2 ? 山口 1 2
静　岡 1 2 i 香川 1 1
愛　知 1 1 愛媛 2 1
三　重 1 大分 1
富　山 1 佐賀 1
京　都 1 長崎 1 2 1 1
大　阪 2 3 1 熊本 1
和歌山 1




















1960 1965 1970 19731975
人　　口（百万人） 2，986 3，288 3，610 3，818967
（83） （91） （100） （106） （110）
GDP指数（実質）1970＝10059 77 100 119 121
鉱工業生産指数（総合） 52 63 100 122 125
1970＝100
1
輸出数量指数寧（全商品） 46 65 100 131 132
1970謳100
輸出価格指数零（全商品） 88 91 100 142 213
1970霊100
エネルギー生産 2，990宰＊ 3，694 5，295 6，042 5，811
（石炭換算百メートル・トン） （56） （70） （100） （1i4） （110）
エネルギー消費　　（同上単位） 2，958＊ホ 3，673 4，901 5，535，412
（60） （75） （100） （129） （110）
世界海上荷動き量（百万トン） 1，674 2，605 3，276 3，072
（64） （100） （126） （118）
世界船腹量　　　（百万総トン） 129．77 160．39227㌧49289．93342．16
（57） （71） （100） （127） （150）
世界新造船進水量：（千総トン） 8，35612，21621，69031，520 35，898






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ドック 年間建造能力 削減率 ドック 年問建造能力 船台・ドック 船台・ドック
船台 （千CGRT） 船台 （千CGRT）全部休廃止の 一部休廃止の
基数 （％） 基数 工場 工場
石川島播磨重工業 8 1，175 5 713横浜，知多 東京




大川崎重工業 6 709 3 423 … 神戸，坂出???????
7 623 3 378藤永田 千葉，玉野
???????
5 582 3 349 鶴見，清水
住友重機械 4 427 2 248 一 浦賀
計 54 5，731 40 29 3，447 7工場 11工場
中　中手上位17社 38 約2，90030P ．約2・030
小　　中手下位16社 23 約　79027未定 約　580未定?
?????????
22 約　40015 約　340















































































































???????????????﹈????????﹈? ??? ???? ? ??? ?????? ? ?? ??? ?? ? ??? ???
特　　定
? ?
所
函館ドック，北洋漁業
新日鉄，楢崎造船，函館ドック
北洋漁業
　tx
　t－
　ク
　1／
北洋漁業，八戸製錬
同和鉱業，釈迦内鉱山，松木鉱業
三井金属鉱業
石原化工建設
日立造船
石川島播磨
三井造船
石川島播磨，日新製鋼など
出座船渠．帝人
日立造船，尾道造船
内海造船
三菱重工，林兼造船，三井金属鉱業など
波止浜造船，浅川造船，桧垣造船など
住友アルミ，住友金属鉱山
今井造船，新山本造船，東京製鉄など
三井金属鉱業，三井アルミ
名村造船，伊万里合板など
日立造船
三菱重工，林兼造船
佐世保重工，林兼造船
大島造船
臼杵鉄工，二平合板
旭化成
（日本経済新聞，昭和53年11月18日）
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造船不況と地方都市　661
金融機関（中小企業金融公庫，国民金融公庫，商工組合中央金庫）から特別優遇の融資を
受けられるほか，（2）税制上の特別措置の対象となるとされている。しかし，詳細に検討し
ていくと，依然として問題が残されていることが明らかになる。緊急融資の貸付限度の別
枠幅も決して大きな額でなく，利率は6．1％（又は6．6％）である。事業転換についても，
貸付利率は6．05％である。こうした条件では，よほど十分な成算をもった事業者でない限
り，折角の優遇措置も，十分に活用し得ないのではないだろうか。
　「特定不況地域離職者等臨時措置法」は，一時に多数の失業者が不況地域から発生する
こと．を防止することを目的として制定された。この法律によって，特定不況地域の離職者
は雇用保険法の特例を受けられるようになり，通常の雇用保険期間に60日プラス30日，計
90日目延長が可能となった。その外にも，幾つかの特典がある。
　このため，1979年度の後半にr丁度造船各社が大量の人員整理を開始した時期に，こ
の法律が施行されることになり一造船業界から大量の離職者を，大きな混乱もなく，発
生させることになった。離職者発生の背景には，（1）大手各社が，特別退職制度を提案した
こと，②従業員が造船の先行きに見切りをつけたこともあるが，この法律が効力を発揮し
たことも否めない。
　問題は，雇用保険の延長給付期限の切れる，1980年の春以降であり，現在雇用保険で生
活している，これらの離職者が，新しい就職先を求めて動き始める時である。造船は幾分
特殊な業種であり，機械組立て，製缶，等々の所謂造船作業に特化した従業員が，同じ機
械組立て，製缶といっても陸上のf臣事に，直ちに転換できるわけではない。その間には，
何ヶ月かの訓練期間も必要となろう。また，陸上の各業種が雇用を拡大できるほど，好況
にあるかどうかも問題である。その意味で，雇用の問題に関しても，事態は依然として流
動的である。
　最後に，自治省の「特定不況地域振興対策」は，上記の30市町村を含む，全国103地域，
181市町村を，その対象地域とした。「振興対策」の主旨は，大別して，2っある。
　第1に，地方自治体（都道府県）が，不況地域市町村について「特定地域振興総合対策
要綱」を作成し，その中で①地域振興の基本方針を策定し，②不況産業・企業・関連企業
の経営安定と雇用安定の施策を示し，③公共事業の活用（単県事業を含む）を示し，④地
域経済の構造改善の指針を示す，ということである。
　第2は一層具体的直接的な内容で，自治省が①公共事業その他単独事業について地方債
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起債枠を拡大すること，②不況に関する特別の財政需要を考慮すること，及び③地方自治
体は納税履行困難と認めた事業者に地方税の徴収猶予をしうること，というものである。
　また，不況地域の業種別分類は，
　（1），特定不況業種　　　　　　72地域
　（2〕北洋漁業水産加工業　　　10地域
　（3）非鉄金属鉱山　　　　　　8地域
　（4）その他の不況業種　　　　13地域　である。
　「対策」は，昭和53年度の末に具体化されたこともあって，昭和53年度に関する限りで
は，「特別地方交付税」の特別交付があったり，地方債の起債枠の拡大が認められたりし
た程度にすぎず，すべては，今後に持ち越されている。
　問題は，各地方自治体が，このような「対策」を背景にして，どのような新しい地域振
興策を作成することが出来るのか，そしてまた，それを弾機にして，国に対して，どこまで
税制面，公共支出面の要求をつきつけることが出来るのか，という点にある。試練は，自
治体にある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続）
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